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〈本⽇の説明事項〉

 第1098回審査会合（令和4年12⽉6⽇開催）において，漂流物調査⽅法・抽出結果と影響評価のうちStep1【漂
流する可能性】までの内容及び衝突荷重として考慮する漂流物の選定⽅針について，ご説明させて頂いた。

 調査分類Dで確認した「燃料等輸送船」の漂流物評価結果については，基準津波確定後にご説明する⽅針とし追⽽
扱いとしているが，漂流物化した場合，取⽔性の評価や津波防護施設への影響（衝突を考慮）が⼤きいことから，
先⾏して漂流物評価の⽅針をご説明させて頂く。

 基準津波確定前に漂流物評価の⽅針をご説明させて頂くことで，今後，論点となり得る１項⽬について，効率的に審
査頂けるものと考えている。

説明事項

・「燃料等輸送船」の漂流物評価の⽅針について，ご説明する。

・基準津波の到達時間を踏まえた「燃料等輸送船」の漂流物評価の結果については，基準津波確定後にご説明する。

１．本⽇の説明事項 2



7-deの第2波のピーク:11.69m(21.3分)

【凡 例】
7-de (ケース⑧，組合せの時間差：110s)

約14分で到達

２．燃料等輸送船の評価⽅針について（１/２）

【 「輸送船」 の評価⽅針】
 先⾏審査プラントと同様に，基準津波来襲時においては，「燃料等輸送船」を退避させる⽅針とするが，泊発電所において
緊急離岸可能となる時間は，現状で約16分※１であること，及び先⾏審査実績と⽐較して基準津波の到達時間が早いこと
※2から，「燃料等輸送船」の緊急退避（離岸）に掛かる時間の短縮検討を⾏う。
※1︓第1098回審査会合（令和4年12⽉6⽇開催）においてご説明した。
※2︓第1128回審査会合（令和５年3⽉24⽇開催）において，最新の基準津波の解析結果（最早約14分で泊発電所に到達）をご説明した。

 また，基準津波よりも早く到達する津波については，先⾏審査プラントと同様に，荷揚岸壁に「燃料等輸送船」を係留する
ことで，漂流物化させない⽅針とする。今後， 「係留索の耐⼒評価」 ，「荷揚岸壁への乗り上げの可能性」，「着底に伴う
座礁及び転覆の可能性」についてご説明する。

図１ ⽔位時刻歴波形（7-de（ケース⑧）︓３号取⽔⼝前⾯)

第1128回審査会合（R5.3.24）
資料1-1 P.110 抜粋・追記
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・基準津波確定前であることから，基準津波候
補より「地震に伴う津波」と「陸上地すべり
（川⽩）」の組合せ評価で⽔位が⼤きく，押し
波の到達時間が１番早い「7-de（ケース⑧）」
を評価対象の基準津波として選定した。

・基準津波確定後，妥当性を確認する。



２．燃料等輸送船の評価⽅針について（２/２）

図２ 泊発電所敷地図
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３．緊急退避（離岸）の時間短縮検討について（１/２）

【緊急退避（離岸）の時間短縮検討】
 「燃料等輸送船」の緊急退避（離岸）に掛かる時間を短縮するため，荷役作業時における作業⼿順や運⽤，各種マニュアルへの反映事

項（⼿順・運⽤の遵守や訓練の実施等）について，現在，関係部署と検討を実施している。

 検討の進捗として，キャスクの吊り上げ/吊り降ろしについては，既存の港湾ジブクレーン※1（巻き上げ速度︓1ｍ/分）よりも巻き上げ速度が
速いクレーン（巻き上げ速度︓8〜10ｍ/分）を採⽤することや，キャスクの積込位置の変更（必ず船倉の上段に積込む※2）等を採⽤する
ことで，約４〜５分程度の時間短縮が⾒込めることを確認している。更なる時間短縮に向け，関係部署と検討を進める。
※1︓既存の港湾ジブクレーンについては，撤去することも検討中。
※2︓燃料等輸送船の船倉は上下２段の構造（上段・下段にキャスクを２基ずつの計４基積込み可能な構造）となっており，上段への積込みに限定するこ

とで，キャスクの吊り上げ/降ろしの距離を短縮することが可能となり，作業時間の短縮に繋がる。

 また，先⾏審査プラントでは，退避開始のトリガーを「津波警報等発令」としているが，泊発電所では，退避開始のトリガーを「緊急地震速報
発令」とする運⽤とし，退避時間を短縮する。（気象庁のHPに記載されている，津波警報等の発表⽬標時間︓約３分間を短縮する）

 上記の取り組みを通じ，基準津波の来襲時において「燃料等輸送船」が緊急退避（離岸）可能であることを，基準津波確
定後にご説明する。この説明に合わせて，基準津波よりも早く到達する津波の来襲時において係留することで漂流物化しない
ことについてもご説明する。

 また，「燃料等輸送船」の退避⼿順の⾒直しを実施することで，陸域の作業員の退避⼿順にも影響が⽣じることから，「燃料等
輸送船」の退避⼿順の⾒直し結果を踏まえ，陸域の作業員が退避可能であることについても，基準津波確定後にご説明する。

 緊急退避については，緊急退避（離岸）訓練やその実績等により，実効性を確認する。
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３．緊急退避（離岸）の時間短縮検討について（２/２）

図３ 津波の到達と燃料等輸送船の緊急退避に要する時間との関係

︓時間短縮検討中の項⽬
︓基準津波確定前のため，暫定値
（変更が⽣じる可能性あり）

【凡 例】※１︓地震発⽣の３分後（気象庁HPに記載の発表⽬標時間）に津波警報が発令する
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参 考
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【漂流物の選定・影響確認フロー】

 調査によって抽出された対象について
は，「漂流物の選定・影響確認フ
ロー」に従って取⽔性への影響を評価
する。

 取⽔性への評価結果を踏まえ，必要
に応じて漂流物対策を実施する。

 基準津波確定前であるため，影響評
価については，Step1【漂流する可能
性】の⾚枠部までとしている。

 Step1【滑動する可能性】，Step2
【到達する可能性】，Step３【閉塞
する可能性】については，基準津波確
定後にご説明させていただく。

検討対象施設・設備の抽出

調査分類Ａ 調査分類Ｂ 調査分類Ｃ 調査分類Ｄ

漂流物の抽出
範囲の設定

発電所周辺地形の把握

基準津波の流況の把握

漂流物の選定・
影響確認フロー

漂流するか。

３号炉取水口前面に

到達するか。

３号炉取水口は

閉塞するか。

施設・設備の設置位置は

敷地内か。

滑動するか。

Step1
【漂流する可能性】

Yes

Yes

No

No

No

Yes

Step2
【到達する可能性】

Step3
【閉塞する可能性】

No

No

Yes

Yes※1 3.11地震に伴う津波の被害実
績を踏まえ，RC造及び鉄骨造
の建物の開口部（扉や窓等）
は破損して気密性が喪失する
が，車両の気密性については
保持されることとする。さらに，
敷地内のRC造の建物につい
ては，気密性が喪失した状態
を想定するが，３号炉取水口
に近いことを踏まえ，破損した
開口部の上端から天井までの
空間を内空として考慮する。

※2 以下の場合に滑動しないと判断する。
・3.11地震に伴う津波の被害実績を踏ま
え，鉄骨造の建物が地震や津波によ
って壁材等が剥がれて骨組みのみと
なった場合。

・主材料が鋼材又はコンクリートであり，
線状構造，細長い円筒形の構造及び
格子状の構造の設備，ならびに地中
部に設置している設備の場合。

対策を実施する。

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

≪判断基準（Noの場合）≫
a. 再稼働前までに津波遡上域から撤去する。
b. 主材料及び気密性※1を踏まえた比重から浮かない。
c. 3.11地震及び津波の実績を踏まえ，本来の形状を維持したまま漂流しない。
d. 緊急退避に係る手順やマニュアルが整備されている，又は緊急退避の実効性

が確認されている。

≪判断基準（Noの場合）≫
a.再稼働前までに津波遡上域から撤去する。
e. 施設・設備の設置状況又は構造から津波波力を

受けにくいため，滑動しない。※2

f. 安定流速が最大流速を上回るため滑動しない。※3

g. 3.11地震に伴う津波の実績から滑動しない。

漂流しないため取水性に
影響しない。

漂流及び滑動しないため
取水性に影響しない。

漂流又は滑動するが，３
号炉取水口前面に到達
しないため取水性に影響
しない。

漂流又は滑動し，３号炉取
水口前面に到達するが，取
水口を閉塞しないため取水
性に影響しない。

≪判断基準（Noの場合）≫
h.  設置状況及び基準津波の流況から到達しない。
i. （滑動する場合）滑動距離と取水口との離隔距離又は高低差から到達しない。

≪判断基準（Noの場合）≫
j. 漂流物が到達した場合でも原子炉補機冷却海水ポンプの取水が可能である。
（漂流物が水面を浮遊して到達するか否か，若しくは形状又は投影面積から判断）

※3 防波堤については，３号炉取水口に近接して
おり，取水口に到達した場合に取水性に与え
る影響が大きいと考えられるため，評価結果
に関わらず水理模型実験等により，取水口へ
の到達可能性を評価する。

【滑動する可能性】

第1098回審査会合（R4.12.6）
資料1-1-2 P.6 再掲5．漂流物の選定・影響確認フローの設定


